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１ は じ め に
本稿は，2001年に実施した新しいサーベイを
もとにして，筆者がこれまで行った同題名の研
究の不完全な点を補完しつつ，同時に新しく得
られた知見を付加しようとするものである。ま
ず，これまでの経緯を簡潔に述べ，本稿の位置
づけを確認する。
80年代より，経営学をベースにした企業間の
電子商取引（B to B）についての研究は，米
国を中心に数多くなされ，ひとつの研究ストリ
ームを形成している。拙稿 (2000,2001)では，
184件の包括的な文献調査から，B to B 研究が
依拠する基礎理論は競争戦略論 (M.E. Porter)，
イノベーション論 (E.M. Rogers)，取引コス
ト論 (O. E.Williamson)，マーケティングチャ
ネル論 (L.W.Stern) の４つであると述べた1)。
そこから抽出された未検証なテーマは次の３つ
であった。
 B to B の採用フェーズ
ポーターが明らかにしたサプライヤーや買い
手2)からの一般的な競争圧力要因と B to B の
採用圧力はどのような関係であるのか。
 B to B の普及フェーズ
サプライヤー側と買い手側に対し，どのよう
なメカニズムで B to B が普及するか。とくに
プロアクティブ型企業とリアクティブ型企業で
の普及メカニズムにはどのような違いがあるか。
 B to B による取引依存性の変化
電子商取引によって，サプライヤーや買い手
との取引依存性はどのように変化するのか。
これらを実証するために，1999年に米国卸売
業者のサーベイを行い，その分析を行った(拙
稿，2001)。現在，残されている主な課題には，
次の２つがある。第１は，日米卸売業者の完全
比較である。米国でサーベイを行った理由は，
研究面と実践面の両面において，米国が最も進
んでいるという基本認識があったからである。
国や文化によらない B to B の共通性を導くた
めに，あるいは日米の相違を明らかにするため
に，日本企業に対するサーベイは不可欠である。
残されている課題の第２は，新しい経営環境や
技術変化に対するキャッチアップである。動き
が激しいＩＴ関連分野では，理論と現象の乖離
が起きぬよう常に注意しておかなければならな
い。米国の調査時点では，新しい動向として
｢製造業を中心としたサプライヤー側のオー
プン化｣，｢Web 型ＥＤＩの普及｣ を注目すべ
きだとした。これらがその後，組織間関係へど
のように影響を及ぼしてきたのかを検証する必
要がある。
２ サーベイ概要
卸売業者を選定した理由について，再度ここ
で確認しておきたい。まず，B to B は，B to C
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1) それらの文献では，歴史的に EDI (Electronic
Data Interchange：受発注処理など定型フォーマ
ットを用いて行う電子データ交換システム)がキ
ーワードとして使用されてきたが，90年代末に B
to B (B2B)ということばが登場してからは，そ
れを用いることがポピュラーとなってきた。本稿
でも，B to B ということばでこれを統一する。
2) 本稿では，売り手側をサプライヤー，顧客側を
買い手ということばで統一する。
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に比べ関係づけのあり方が複雑なため，サプラ
イヤー側 (以下Ｓ側と記述) と買い手側 (以下
Ｃ側と記述)のいずれを問題にするのかを明確
に意識しなければならない。なぜなら，前者は
販売業務，後者は調達業務に属し，経営戦略の
視点では両者を同一視することができないから
である。また，B to B 関連のサーベイを実施
する際にも，サンプルの取り方には同様の注意
を要する。たとえば製造業者，小売業者など異
なるタイプのデータが混在してしまうと，たと
え統計的に有意な結果が得られても，どのよう
な B to B の実態を反映しているのかわからな
くなってしまう。そうした誤謬を避けるため，
先行研究でしばしば行われてきたサーベイ方法
は，小売業 (小売業を対象にすれば B to B を
Ｓ側に特定できる) や製造業の調達業務など，
業界や業務の特定である。しかし，そうしたや
り方ではデータの範囲が狭くなり，成果が一般
化できないという別の問題が生じることになる。
その点，卸売業者の場合は，基本的にＳ側も
Ｃ側もすべて B to B 型であり，しかも機械や
食品など取り扱う商品によってあらゆる業界と
直接結合しているため，B to B 現象をより一
般化して論じることができる。これが，卸売業
者を選定した基本的理由である3)。
本サーベイでは，日米ともほぼ同一内容の質
問票を用い，いずれもＳ側とＣ側のそれぞれに
対して同等の質問を行っている。また，質問票
の送付先として，両国ともすべての業種 (取扱
い商品) の卸売業者を均等に網羅するように配
慮した。
①米国
Dun & Bradstreet 社の保有する米国卸売業
者データを基に，４桁のＳＩＣコードごとに売
上高上位企業50社，合計3,450社(69ＳＩＣコー
ド×50社)を抽出した。1999年７月にＣＦＯ，
ＣＩＯ，代表者のいずれか宛にサーベイ票を送
付し，同年９月末までに209社(回答率6.0%)の
有効回答を得た。
②日本
帝国データバンクの企業データを基に，日本
の卸売業者の上位3,000社に対して代表者もし
くはＣＩＯ宛に郵送した。郵送先は，卸売業の
下記業種 (商業統計による中分類) ごとに売上
高の大きいものから各500社 (各500社×６業種)
を選定した。
48 各種商品，49 繊維・衣服等，50 飲食
料品，51 建築材料・鉱物・金属材料等，
52 機械器具，53 その他(家具・建具・什
器等，医薬品・化粧品，その他)
2001年７月にサーベイ票を送付し，さらに宛先
不備等によって返送されてきた企業50社弱につ
いて同年10月初旬に再送付し，2001年11月20日
までに605社(回答率20.2%)の有効回答を得た。
２つのサーベイの集計結果は，拙稿（2001,
2001 b)でそれぞれ公開済みである。そこで，
本稿では先述の３つのテーマに絞って，分析結
果を簡潔に述べることにしたい。
３ B to B の採用フェーズ
B to B 関連の研究者にとって，B to B の採
用に影響を及ぼす要因を明らかにすることは長
い間の重要なテーマであった。現在では，取引
パートナーからの採用圧力が最も大きいことが
支持されている。ところで，サプライヤーや買
い手からの一般的な競争圧力について，すでに
ポーターが詳しく論じているにもかかわらず，
両者の関係はこれまで十分に分析されていない
ことが判明している。理論的には,「B to B の
採用圧力は，新しいタイプの交渉力になりうる
のか」という基本命題を検証することを意味す
る。
本サーベイでは，ポーターのいう競争圧力要
因を卸売業者向けに再整理し(①～⑦)， B to B
採用圧力(⑧)を付加する形の質問票を作り,
「まったく違う １－２－３－４－５ まった
くその通り」の５スケールで回答させることに
する4)。以下は，Ｓ側に対する質問であるが，
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3) もちろん，データのなかから卸売業者に固有な
特性を排除することはできないので，完全な一般
化は不可能である。
4) ③を除くすべての質問については，回答が５に
近いほど取引パートナーからの交渉力が高いこと
Ｃ側についてもそれぞれ対応する質問を準備し
た。
○サプライヤーからの競争圧力
①集中度 ：仕入先の業界は少数の企業によ
って占められている
②品質重視 ：仕入先の製品については価格よ
り品質が重要視されている
③標準品 ：仕入先の製品は標準品で差別化
されていない
④サプライヤー変更：貴社が仕入先を変更する
ことは容易である
⑤情報格差 ：仕入先は，製品・市場について
の情報を十分有している
⑥垂直統合 ：仕入先は，卸売業者を統合化し
ようと脅しをかけている
⑦直取引 ：仕入先は，卸抜きにして直接貴
社の買い手と取引をしようとしている
⑧B to B 強制：仕入先は，各種取引の電子化
(ＥＤＩ)を貴社に強制している。
3.1 米国データの分析結果
米国データの分析から得られた主な結果は，
次の３つであった(拙稿,2001)5)。
Ａ１(米)：B to B 採用圧力は一般競争圧力と
は基本的に独立した環境圧力要因である。
Ａ２(米)：Ｓ側とＣ側の相違は３点あり，Ｃ側
よりもＳ側の方が集中度は高いこと，自社(卸
売業者)がサプライヤーを変更する以上に買い
手が卸売業者を変更する方が容易であること，
垂直統合の脅威はＳ側の方が大きいことである。
Ａ３(米)：B to B 採用の有無による違いは，B
to B 採用圧力は未実施企業よりも実施済み企
業の方が高いことである。
3.2 日本企業の分析と日米比較
Ｓ側とＣ側の競争圧力の相違
日本企業についてＡ２と同様の分析を行い
(Ttest；１％水準有意)，両国でともに有意差
が出ている項目に着目する (図１)。
Ａ４(日米)：日米とも自社(卸売業者)がサプラ
イヤーを変更する以上に，買い手が卸売業者を
変更する方が容易である。
Ａ５ (日米)：日米ともＣ側グループよりもＳ
側グループの方が少数で占められている。従っ
て，集中度による圧力はＳ側の方が強い。
Ａ６ (日米)：垂直統合の脅威は，日本ではＣ
側からの後方統合，米国ではＳ側からの前方統
合の方が強い。
B to B 採用の有無と競争圧力との関係
B to B の実施企業と未実施企業で競争圧力
にどのような違いがあるかを調べると，以下の
共通点が明らかになった (表１：Ttest;１％水
準有意)。
Ａ７ (日米)：日米で，Ｓ側Ｃ側とも B to B
の採用圧力は未実施企業よりも実施済み企業の
方が高い。
Ａ８ (日米)：日本では，Ｓ側について実施済
み企業よりも未実施企業の方がサプライヤーの
変更は容易である。米国では，Ｃ側について未
実施企業よりも実施済み企業の方で集中度が高
い。
Ａ９(日米)：Ａ７，Ａ８を除くすべての項目に
ついて，B to B 採用の有無による競争圧力の
差異はみられない。
B to B 採用圧力の独立性
図２は，日本企業の全項目間の相関係数を一
覧にしたものである。このなかで係数が0.4以
上 (両側１％水準有意) のものを抽出する。図
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を示しているが，③については１に近いほど差
別化の程度が高く，資産特殊性に基づくサプラ
イヤーの交渉力は強いという逆の意味になる。
5) 3.1，4.1，5.1では，いずれも「米国データの
分析結果」と名付け，３つのテーマについて米国
卸売業者の分析結果を各項で整理している。これ
らは，すでに拙稿 (2001) で述べた内容の再掲で
り，3.2，4.2，5.2が本稿で初めて報告する内容
である。それらをわかりやすく示すために，採用
フェーズにかかわる事項をＡ(Adoption)，普及フ
ェーズをＤ(Diffusion)，取引依存性についてＩ
(Interdependency) とイニシャルを付け，シリア
ル番号を付加する。
中の△印が日本，□が両国で共通に抽出された
部分を表している (なお，米国のみの抽出対象
箇所はない)。
まず，日米ともＳ側Ｃ側間で,「品質重視｣，
「標準品」についての相関は高い。卸売業者は，
こうした商品特性を変化させるに足るだけの資
産特殊性を有しないため，これらはサプライチ
ェーン全体に埋め込まれる構造的要因となる。
また，垂直統合と直取引の脅威は複合化しやす
いこと，日本に限ればこれらは B to B 競争圧
力とも弱い相関があることがわかる。
Ａ10 (日米)：日米とも商品特性に関連する圧
力 (｢品質重視」｢標準品｣) は，Ｓ側Ｃ側によ
らず，サプライチェーン全体にわたって同等の
圧力をもたらす要因である。
Ａ11 (日米)：日米ともＳ側の「垂直統合の脅
威」と「直取引の脅威｣，Ｓ側とＣ側の「直取
引の脅威」は複合化する傾向がある。
Ａ12 (日米)：日本に限ると，Ｃ側で「垂直統
合の脅威」｢直取引の脅威」に加え,「B to B
の強制」が複合化する傾向もみられる6)。
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表１ B to B 採用有無による競争圧力の違い
少数性 品質重視 標準品 Ｓ変更 情報格差 垂直統合 直取引 B to B 強制
日本Ｓ側 未＞実施 未＜実施
日本Ｃ側 未＜実施
米国Ｓ側 未＜実施
米国Ｃ側 未＜実施
※ ｢未｣は B to B 未実施，｢実施｣は B to B 実施済みを表す。
図１ Ｓ側とＣ側の競争圧力の相違
回答平均値(５段階)：まったく違う 12345 まったくそのとおり
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6) いずれも0.4ぎりぎりか，それをやや下回る係
数もある(直取引の脅威と B to B 採用圧力)。
日本ではＡ12に示したように，B to B 競争
圧力との関係が一部みられるものの，それ以外
で B to B 採用圧力と相関の高い項目は皆無で
ある。Ａ１，Ａ９の結果にこの事実を合わせる
と，B to B 競争圧力は一般競争圧力要因から
ほぼ独立しているということができる。
Ａ13 (日米)：日米とも B to B 採用圧力は，
基本的に他の競争圧力要因と独立している。
４ B to B の普及フェーズ
普及フェーズでは，B to B 普及による便益
獲得のメカニズムを明らかにする。B to B の
普及には，Ｓ側とＣ側のそれぞれで取引パート
ナーや取引セットを拡大する方策がある。また，
B to B はＩＴベースであることから，経営者
の情報化投資へのコミットメントの影響も無視
できない。そこで，これらの要因を独立変数と
して組み入れることを考える。
とくに，便益獲得のメカニズムは「プロアク
ティブ型企業とリアクティブ型企業で異なる」
という基本仮説をおいて分析する(以下プロア
クティブ型をＰ型，リアクティブ型をＲ型と記
述する)。Ｐ型企業とは，環境からの B to B
採用圧力に関わらず環境変革的に B to B 普及
を進める企業，Ｒ型企業とは，環境からの B
to B 採用圧力に応じて環境適応的に B to B 普
及を進める企業をいう。
4.1 米国データの分析結果
共分散構造分析を活用して最も当てはまりの
よいモデルを探索していき，採択されたモデル
が図３であった(拙稿,2001)。この図で，取引
パートナー(Partner(S),Partner(C))とは全取
引先に対する B to B の採用比率 (Ｓ側とＣ側)，
取引セット (Transet(S),Transet(C)) とは B to
B 取引を実施している業務の種類 (Ｓ側とＣ
側) を表している。また，情報化投資に関わる
パラメータとして，情報化投資対売上高比率
(IT Invest) と投資評価の強さ (Control) を変
数としている。従属変数は B to B による便益
の大きさ (Benefit) で，関連する質問項目の主
成分得点をもとに定量化したものである。米国
のデータの分析からは，以下の結果がすでに得
られている（図41)。
Ｄ１ (米)：取引パートナーの拡大は，Ｐ型，
Ｒ型のいずれのタイプもＣ側への拡大が望まし
い。
Ｄ２ (米)：取引セットの拡大はＰ型とＲ型で
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図３ 採択された共分散構造モデル
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583
1
.
586
EDI の強制(仕
入先）
相関係数
有意(両側)
N
.190**
.000
587
-.043
.294
586
.093*
.024
586
-.140**
.001
587
.138**
.001
589
.390**
.000
584
271**
.000
586
少数性(顧客)
相関係数
有意(両側)
N
.185**
.000
588
.041
.316
587
-.050
.222
587
.025
.550
588
-.104*
.011
590
.092*
.026
585
.098*
.018
586
品質重視(顧客)
相関係数
有意(両側)
N
-.028
.503
585
.592**
.000
584
-.156**
.000
584
.027
.515
585
.031
.452
587
-.108**
.009
582
-.072
.082
583
標準品(顧客)
相関係数
有意(両側)
N
.131*
.001
585
-.144*:
.000
584
.655**
.000
584
.059
,154
585
.092*
.027
587
.069
.096
582
-.002
.959
583
サプライヤ変更
（顧客）
相関係数
有意(両側)
N
.005
.911
587
-.034
.417
586
.174*
.000
586
.088*
.033
587
.043
.292
589
.011
.795
584
.086*
.038
585
情報力(顧客)
相関係数
有意(両側)
N
.023
.582
587
.117**
.005
586
.054
.191
586
-.101*
.014
587
,270**
.000
589
-.126**
.002
584
-.109**
.008
585
統合化の脅威
（顧客）
相関係数
有意(両側)
N
.002
.952
583
-.086*
.039
582
.008
.838
583
.001
.980
583
-.130**
.002
585
.366**
.000
585
267**
,000
583
直取引の脅威
（脅威）
相関係数
有意(両側)
N
-.014
.742
584
-.055
.187
583
.000
.995
584
.091*
.028
584
-.165**
.000
586
.317**
.000
583
.602**
.000
584
EDI の強制(顧
客）
相関係数
有意(両側)
N
.061
.138
586
-.052
.213
585
-.028
.505
585
-.053
.203
586
-.078
.059
588
.234**
.000
585
.221**
.000
585
** 相関係数は１%水準で有意(両側)。
* 相関係数は５%水準で有意(両側)。
図２ 競争圧力間の
相関係数
B to B 型組織間関係とＩＴマネジメント 7
EDI の
強制（仕
入先）
少 数 性
（顧客）
品質重視
（顧客）
標 準 品
（顧客）
サブライ
ヤ 変 更
（顧客）
情報力
（顧客)
総合力の
脅威（顧
客）
直取引の
脅威（顧
客）
EDI の
強制（顧
客）
.190**
.000
587
.185**
.000
588
-.028
.503
585
.131**
.001
585
-.005
.911
587
.023
.582
587
.002
.952
583
-.014
.742
584
,061
.138
586
-.043
.294
586
.041
.316
587
.592*
.000
584
-.144**
.000
584
-.034
.417
586
.117**
.005
586
-.086*
.039
582
-.055
.187
583
-.052
.213
585
.093*
.024
586
-.050
.222
587
-.156*
.000
584
.655**
.000
584
.174*
.000
586
.054
.191
586
.008
.838
583
.000
.995
584
-.028
.505
585
-.140**
.001
587
.025
.550
588
.027
.515
585
.039
.154
585
.088*
.033
587
-.101*
.014
587
.001
.980
583
.091*
.028
584
-.053
.203
588
.138**
.001
589
-.104*
.011
590
.031
.452
587
.092*
.027
587
.043
.292
589
.270*
.000
589
-.130**
.002
585
-.165**
.000
586
-.078
.059
588
.390**
.000
584
.092*
.026
585
-.108**
.009
582
.069
.096
582
-.011
.795
584
-.126*
.002
584
.366**
.000
585
.317**
.000
583
234**
.000
585
.271**
.000
586
.098*
.018
586
-.072
.082
583
-.002
.959
583
.086*
.038
585
-.109*
.008
585
.267
.000
583
.602
.000
584
.221*
.000
585
1
.
589
.014
.740
589
-.092*
.026
586
.080
.052
586
-.053
.195
588
.022
.592
588
.206**
.000
584
.158*
.000
585
.300
.000
587
.014
.740
589
1
.
591
.113**
.006
588
-.014
.730
588
-.155**
.000
590
-.036
.380
590
.165**
.000
586
.135**
.001
586
.103*
.012
589
-.092*
.026
586
.113**
.006
588
1
.
588
-.193**
.000
586
-.119**
.004
587
.122**
.003
587
-.101*
.014
583
-.066
.112
583
-.053
.202
586
-.080
.052
586
-.014
.730
588
-.193**
.000
586
1
.
588
.192**
.000
587
.019
.642
587
.025
.544
583
.021
.610
583
.021
.812
586
-.053
.195
588
-.155**
.000*
590
-.119**
.004
587
.192**
.000
587
1
.
590
.103*
.013
589
.079
.057
585
.151**
.000
585
.080
.053
588
.022
.592
588
.-.036
.380
590
.122**
.003
587
.019
.642
587
.103*
.013
589
1
.
590
.003
.942
585
.013
.762
585
.051
.217
588
206**
.000
584
.165**
.000
586
-.101*
.014
583
.025
.544
583
.079
.057
585
.003
.942
585
1
.
586
.407**
.000
583
.440*
.000
586
.158**
.000
585
.135**
.001
586
-.066
.112
583
.021
.610
583
.151**
.000
585
.013
.762
585
.407**
.000
583
1
.
586
.395**
.000
585
.309**
.000
587
.103*
.012
589
-.053
.202
586
.021
.612
586
.080
.053
588
.051
.217
588
.440**
.000
586
.395**
.000
585
1
.
589
相関係数
日米共通 日本のみ
逆の傾向があり，前者はＳ側，後者はＣ側に対
して望ましい。
Ｄ３ (米)：情報化投資比率はＰ型企業に，情
報化投資評価の強さはＲ型企業により大きな影
響を及ぼす (Ｐ型企業は積極的な投資によって，
Ｒ型企業は投資評価をタイトにすることによっ
て便益を拡大できる)。
4.2 日本企業の分析と日米比較
日本企業のサンプルに対し，米国と同じ方法
を用いてＰ型とＲ型に分類したところ，表２が
得られた。
なお，日本のサーベイでは B to B 構築の主
導権の所在についての質問を追加している(米
国のサーベイにはない)。表２と表３の関係を
調べると，Ｓ側Ｃ側とも自社に主導権があると
B to B の採用圧力は低いということが検証で
きた。ここから，表２による分類の妥当性が示
されたことになる。
日米の普及度合いの相違
B to B の普及の度合いについて日米の違い
を分析したところ，以下の違いが明らかになっ
た (Ttest;１％水準有意)。
Ｄ４ (日米)：Ｓ側とＣ側の普及について，米
国は取引パートナーと取引セットの両者とも普
及度合いに差がないのに比べ，日本は両者とも
Ｃ側に比べＳ側の普及が進んでいる。
Ｄ５ (日米)：Ｓ側の取引セットの拡大は，米
国よりも日本企業の方がより進んでいる。それ
以外 (取引セットのＣ側と取引パートナーのＳ
側とＣ側)については，日米の企業に普及度合
いの差はみられない。
共分散構造分析
日本のデータを用いた分析結果は，図42の
とおりであった。日米で最も大きく異なるのは
次の点である(太枠部分)。
Ｄ６(日米)：取引パートナーの拡大について，
Ｐ型Ｒ型にかかわらず，日本はＳ側，米国はＣ
側への普及が望ましい。
なぜ，日米でこうした違いが生まれるのか。
この解釈については，後で詳しく論じることに
したい。
５ B to B による取引依存性の変化
B to B の普及に伴う取引パートナー間の取
引依存性の問題は，理論的には意見が分かれる
ところである。すなわち，B to B を交渉力増
大のためのツールとみるか，取引パートナー間
の協調と信頼を培うツールとみるかで，サプラ
イヤー数の変化について増加するという説明と
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表２ Ｐ型とＲ型の競争圧力による分類
度数
B to B の強制（Ｃ側）
まったく違う やや違う
どちらとも
言えない
ややあて
はまる
まったく
その通り
合計
B to B
の強制
(Ｓ側)
まったく違う 97 29 37 28 8 199
やや違う 21 71 43 22 4 161
どちらとも言えない 15 30 88 28 4 165
ややあてはまる 2 11 13 20 2 48
まったくその通り 2 4 4 2 2 14
合計 137 145 185 100 20 587
P
Ｒ
減少するという両方の説明が可能となる。
①サプライヤー数は増加する。
・ＩＴはコーディネーション・コストを減じる
ため，取引形態は「市場」に向かう(Malone
et al.1987)。
・サプライヤーを分散化させることで，交渉力
を高めることができる (Porter 1980)。
②サプライヤー数は減少する。
・企業は少数のサプライヤーに信頼をおき，親
密で長期的関係を築く(Johnston et al. 1988;
Clemons et al.1993 ; Bensaou et al. 1996,
1997)。
・Ｓ側に情報化投資を決定させるためには，サ
プライヤーを限定するという事前インセンテ
ィブが不可欠である(Bakos et al. 1986, 1993)。
・ただし,「少数性」の状況が起きるとサプラ
イヤーからの機会主義的行動の可能性が高ま
る (Williamson 1975)。
こうした２元論的な立場以外では，ハートら
(Hart et al.,1997 , 1998)が「パワー」は B to B
採用,「信頼」は B to B の継続的利用にそれ
ぞれ影響を及ぼす組織間関係の属性であり，後
者は取引セットの拡大と関係が深いと説明して
いる。
5.1 米国データの分析結果
Ｄ１，Ｄ２の結果とケーススタディを併用し
た考察により，拙稿 (2001) では次の B to B
戦略を導いた。
Ｉ１(米)：Ｓ側はＣ側に比べて取引依存性が高
いことから，Ｓ側に対しては取引セット拡大戦
略，Ｃ側に対しては取引パートナー拡大戦略が
有効である。
Ｉ２(米)：B to B に活用する技術は，Ｓ側は
関係特殊的なＩＴ，Ｃ側は標準化されたＩＴが
フィットする。
5.2 日本企業の分析と日米比較
今回得られた日本のデータを用いて取引パー
トナーや取引依存性について分析したところ，
取引パートナー数は日米ともＣ側の方がゼロが
ひとつ多いオーダーで格段にパートナー数が多
いこと (図５：Ttest ;１％水準有意)，日米と
もにサプライヤーのほうが買い手よりも取引依
存度は高いこと (Ttest;１％水準有意)が検証
された8)。また，すでに競争圧力の比較では，
日米ともＳ側の方がＣ側に比べて集中度が高い
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表３ B to B 構築の主導権
度数
主導権 (C側)
合計
貴社側
顧客と
対等実地
顧客側
サード
パーティ
その他
主導権
(S側)
貴社側 31 17 25 0 1 74
仕入先と対等実地 16 49 52 0 2 119
仕入先側 14 18 78 0 0 110
サードパーティ 0 0 2 0 0 2
その他 2 0 1 0 3 6
合計 63 84 158 0 6 311
7) モデルの適用度を示す GFI, AGFI は Proact
型で GFI＝0.96，AGFI＝0.898，React 型で
GFI＝0.932，AGFI＝0.826であり，採択可能と
判断した。なお，カイ二乗検定の結果でもモデル
が採択可能であることを確認している(p＜0.01)。
8) ｢最大仕入先企業への仕入額割合」と「最大販
売先企業への販売額割合」の２つを比較する。
ことが確認されている (Ａ５)。
Ｉ３ (日米)：日米ともＳ側はＣ側に比べて取
引依存性が高いことから，Ｓ側に対しては取引
セット拡大戦略，Ｃ側に対しては取引パートナ
ー拡大戦略が有効である。
B to B によるサプライヤー数の変化につい
て，米国データの分析では未検証のままであっ
た。そこで，日本のサーベイでは B to B によ
って取引パートナー数 (仕入先数／買い手数)
が多くなったか，少なくなったかを単刀直入に
尋ねる質問を追加した。その結果をグラフ化し
たものが図６である。ここから，ほとんどすべ
ての卸売業者は B to B によってパートナー自
体を増減させていないという事実が明らかにな
った。
Ｉ４ (日)：卸売業者にとって，B to B は取引
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図４２ 共分散構造分析(日本企業)7)
図４１ 共分散構造分析(米国企業)
Proact 型 React 型
Proact 型
Benefit
Partner(S)
IT InvestPartner(S)
Partner(C)Partner(C)
React 型
Partner(S)
Partner(C) Partner(C)
Benefit
BenefitBenefit
IT Invest
e
IT InvestPartner(S)
e
IT Invest
e
Control
ControlControl
Transet(S) Transet(S)
Transet(C)
Transet(C)
e
Transet(S) Transet(S)
Transet(C)
Control
Transet(C)
.10
.31
.08
.00
.44
.05
.48
.47
.37
.44
.30
.56
.39
.31
－.13
－.25
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－.04
.10
.01
.22
.14
.20
.02
.10
.23
.25
.04
.02
.11
.32
.28
.10
.25
.21
.31
.17
－.01
.60
.07
パートナーの数自体を増減させるものではない。
６ 考察とまとめ
ここまでの分析結果を整理し，得られた結果
について考察する。
6.1 卸売業者の基本ビジネスモデル
日米の共通点から，卸売業者の基本モデルは，
図７のように示される。Ｓ側とＣ側を比べると，
Ｃ側よりもＳ側の方が取引パートナー数は少な
く，取引依存性は高い (Ｉ３)。こうしたなか
で，卸売業者は，従来の競争圧力とはほぼ独立
した形で B to B 採用圧力を受けている(Ａ13)。
一般の競争圧力要因では，Ｃ側からのサプライ
ヤー変更の脅しは，自社がサプライヤーに対す
るそれよりも強く (Ａ４)，ここに卸売業者の
サプライチェーン上の弱みが存在する。また,
「少数性」に基づく交渉力はＳ側の方が強く
(Ａ５)，サプライヤーの機会主義的行動が高ま
るところにも弱みが存在している。なお，図で
は示していないが，Ｓ側からの垂直統合と直取
引の脅威は複合化する傾向があり，直取引の脅
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図５ Ｓ側とＣ側の集中度比較
仕入先数(日)
仕入先数(米)
買い手数(日)
買い手数(米)
350
300
250
200
150
100
50
0
10未満 ～100未満 ～1,000未満 ～10,000未満 ～100,000未満 ～1,000,000未満
10
27
365354
図６ サプライヤー数と買い手数の変化
回答件数
多くなった 変わらない 少なくなった
400
350
300
250
200
150
100
50
0
サプライヤー側
顧客側
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威をＳ側Ｃ側の両側から受ける可能性も高い
(Ａ11)。また，商品特性に関連する圧力は，サ
プライチェーン全体に埋め込まれる要因となる
(Ａ10)。
6.2 卸売業者の B to B 戦略
基本ビジネスモデル(図７)を前提にした B
to B 戦略は，日米で大きく異なる。
○日本の卸売業者：Ｓ側への取引深耕戦略
○米国の卸売業者：Ｃ側への取引拡大戦略
なぜ，日米で卸売業者の基本モデルは共通し
ているのに，こうした差異が生じるのか。この
問いに答えるには，ここ数年間に起きた技術環
境や経営環境の大きな変化を見逃すことはでき
ない。
技術環境の変化
両国でのサーベイの２年間の隔たりの間に，
パソコンやインターネットを活用した B to B
取引が確実に浸透しているという事実がある
(図８)。こうしたＩＴの変化は，B to B 普及
に次のような影響を及ぼす。一つめは，情報化
投資の大きさが，もはや B to B の成果を測る
指標ではなくなっているということである。図
４２の「It Invest」の係数は，このことを顕
著に物語っている。二つめは，ＩＴの標準化の
進展に伴い，Ｓ側で関係特殊的なＩＴがフィッ
トする (Ｉ２) という状況が一変するというこ
とである。すなわち，Ｓ側に対しても標準的な
ＩＴを活用したシステム構築が本格化し，Ｓ側
の B to B がいっそう促進されることになる。
経営環境の変化
米国で調査を行った1999年は，いわゆる「Ｉ
Ｔバブル」の崩壊前であり，多くの企業はｅコ
マースへの積極的な投資を行っている時期であ
った。卸売業者についても例外ではない。売上
増に直結しやすいＣ側への B to B 導入は，Ｓ
側に比べてインセンティブは高い。米国型 B
to B 戦略は，Ｃ側への B to B 拡大と便益拡大
が結びついた状況を反映している。
ところが，多くの日本企業では，デフレ不況
下にあって売上は伸びず，収益は逼迫しており，
Ｃ側への普及が必ずしも便益を拡大させること
にはつながらない。収益力維持のためには，サ
プライチェーン全体の効率化圧力がいよいよ高
まってくる (Ａ７)。卸売業者にとっては，Ｓ
側への B to B 普及がＣ側の要求に応えること
になり，同時に自社の便益を増大させる唯一の
方策となる。ただし，こうしたＳ側への取引パ
ートナーの拡大については，新規パートナーの
開拓ではなく既存パートナーに対する B to B
化の促進を意味している(Ｉ３)。なお，このよ
うな日本型 B to B の普及パターンは，我が国
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図７ 卸売業者の基本ビジネスモデル
【Ｓ側】 【Ｃ側】
取引パートナー数少ない
取引依存度高い
取引パートナー数多い
取引依存度低い
B to B採用圧力
｢少数性｣による圧力
B to B採用圧力
スイッチングの脅威
卸売業者
の相互信頼に基づく長期的なサプライチェーン
の構築，維持のあり方とも整合している。
ｅマーケティングプレースとの差別化戦略
ポーター(2001)は，インターネットがＳ側と
Ｃ側の競争圧力に与える重大な影響を次のよう
に述べている。
①Ｓ側
・インターネットを活用した調達はＳ側に対す
る交渉力を高める傾向がある。ただし，Ｓ側に
とってもより多くの顧客にアクセスできる可能
性がある(＋－)。
・インターネットは，サプライヤーに最終顧客
に到達するチャネルを提供し，仲介業者 (inter-
vening companies) の吸引力 (leverage) を弱め
る(－)。
・インターネット調達とデジタルマーケットは，
すべての企業に対等にサプライヤーにアクセス
する機会を提供する傾向がある。調達する製品
は差別化の程度の低い，標準品 (standardized
products) に移行する(－)。
・参入障壁の低下と競合他社の増大によって，
交渉力はＳ側にシフトする(－)。
②Ｃ側
・強力な流通チャネルが除去される。あるいは
伝統的なチャネルへの交渉力は改善される(＋)。
・交渉力は最終消費者にシフトする(－)。
・スイッチングコストが低減される(－)。
こうした変化を卸売業者からみると，交渉力
はいずれもＳ側とＣ側に移り，いよいよ弱い立
場に追い込まれることを意味している。
新しい環境変化の脅威を具現化する代表例は，
ｅマーケットプレースである。ｅマーケットプ
レースとは，多数の売り手と買い手が自由に結
びつく取引形態であり，それにより卸売業者の
仲介機能の優位性はたしかに失われてしまう。
ところが，ｅマーケットプレースには，取引の
継続性や取引パートナーとの信頼が不十分にな
りやすいところにその弱みが存在する。信頼に
足るサプライチェーンの構築はＳ側との親密な
組織間関係により保証されることに着目すると，
日本の卸売業者の「Ｓ側への取引深耕戦略」と
は，ｅーケットプレースとの戦略的競合を避け
つつ，卸売業者の本来の強みを生かす戦略だと
解釈することができる。その結果，ｅマーケッ
トプレースを活用した B to B はアドホックに
必要とされる資材のスポット取引，卸売業者を
介した B to B は継続的な資材の供給を必要と
する取引と，取引の性質に応じた B to B の棲
み分けと共存が進んでいくと考えられる。
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図８ B to B に用いるハードウェア(多重回答)
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6.3 まとめ
３つのテーマごとの個別の分析結果は，Ａ１
～Ａ13 (B to B 採用)，Ｄ１～Ｄ６ (B to B 普
及)，Ｉ１～Ｉ４(取引依存性)で示した。最後
に，日米比較により明らかになった重要な点を
再度要約することにしたい。
一つめは，卸売業者に共通する基本ビジネス
モデルである (図７)。卸売業者はＳ側とＣ側
から B to B の競争圧力を受け，それは B to B
採用後も継続する。B to B 競争圧力とは，基
本的に環境に付加された新しいタイプの交渉力
となる。
二つめは，日米で対照的な B to B 戦略のあ
りかたである。Ｃ側への取引パートナー拡大
(米国)，Ｓ側への取引深耕(日本)が，それぞれ
有効な戦略になっている。
両国のこうした戦略の相違は，技術環境およ
び経営環境の違いによるところが大きい。経営
戦略は，環境と組織のコンティンジェントなフ
ィットにより生まれる。経営環境の絶えざる変
化を受けて，基本ビジネスモデルにフィットす
る最適な B to B 戦略もまた変貌しつつあると
考えられる。
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B to B Strategy for Wholesaling
Comparison of U. S. and Japanese Wholesalers
Hiroshi SASAKI
This study is an examination of an effective business-to-business (B to B) strategy based on
Electronic Data Interchange (EDI) for wholesalers. The focus is on two B to B phenomena : adoption
and diffusion.
Analysis of the 209 U. S. samples gathered in the year 1999 and the 605 samples gathered in Japan in
the year 2001 indicates the following :
(1) B to B adoption : Seven factors of competitive pressures on the suppliers’ side and on the custom-
ers’ side were extracted from the M.E. Porter’s five forces model. Apart from these factors, both
suppliers and customers can force wholesalers to adopt B to B systems. This pressure derived from
B to B adoption can be categorized as a different type. We analyzed the interrelationships among all
these factors and found that, in both countries, the pressure of B to B adoption was independent of
the other seven pressures, though the strength of some pressures differed from one country to an-
other.
(2) B to B diffusion : Covariance structure analysis was conducted, and we found that B to B strategy
between the U. S. and Japan was different ; U. S. wholesalers tend to drive B to B practice towards
the customers’ side, whereas Japanese wholesalers try to deepen the relationships on the suppli-
ers’ side. Japanese supplier-focused strategy is suitable, because establishing a trustworthy supply
chain in place of “Keiretsu” is especially important to sustain competitive advantage in Japan.
